





















































































































































































































































































　欠陥について、EC 指令 6 条 1 項は、「次に掲げる事由を考慮した上、製
品には人々が当然に期待できる安全性がない時は、欠陥があると見做す。製
品の表示（ａ号）。製品の合理的に期待できる使用（b 号）。製品が流通され

























































































































































348　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 不動産の欠陥と製造物責任法（二・完）（蔡）　349
　 2 　損害賠償の範囲







































































































































352　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 不動産の欠陥と製造物責任法（二・完）（蔡）　353
響で、消費者保護法としての消費責任は、消費者に限定しており、EC 指令
（158）
















































































































356　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 不動産の欠陥と製造物責任法（二・完）（蔡）　357
欠陥による損害を受けた消費者と第三者である。ただ、消費者と第三者と

















































































































360　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 不動産の欠陥と製造物責任法（二・完）（蔡）　361
め、因果関係の立証責任を消費者に負わせるのは当然の結論であり、蓋然性











































































































































































　第一に、法律の文言について、消費者保護法 7 条 2 項は、明文で保護すべ
き範囲を列挙し、生命、身体、健康、財産に限っており、その財産の定義も
制限を加えるべき、純粋経済損失に含まれないとすべきである。法律の体系
について、消費者保護法 7 条 2 項は、消費者保護法における消費者権益とい



































































生じた損害は純粋経済損失であり、消費者保護法 7 条 2 項に規定する財産に
含まれない。商品の瑕疵もしくは欠陥自体が、商品の毀損もしくは滅失をも





















































































































































































工者ＩとＪとは連帯して、原告に 8 億 7 千65万 9 千 8 百14台湾ドル（約31億
日本円）を賠償すべきとする。建設会社の代表取締役Ｄと取締役Ｅとは連帯























































































































































































































































































































































386　早稲田法学会誌第69巻 2 号（2019） 不動産の欠陥と製造物責任法（二・完）（蔡）　387
　従って、不動産の欠陥が各法制度を適用する利害得失、不動産が製造物責
任法を適用している台湾の現状、現時点でのもっとも新たな消費者法である
























































































































（157）Damage to, or destruction of, any item of property other than the defective 
product itself.
（158）i） A type ordinarily intended for private use or consumption. ii） Used by 
the injured person mainly for his own private use or consumption.
（159）A person shall not be liable under section 2 above for any loss of or damage 
to any property which, at the time it is lost or damaged, is not　
　（a） of a description of property ordinarily intended for private use, occupation 
or consumption; and
　（b） intended by the person suffering the loss or damage mainly for his own 







































gov.tw/FJUD/ で検索することができる）。日本では、東京地判平成28年11月 9 日







京高判平成26年 1 月29日（判例時報2230号30頁）、東京高判平成 3 年11月26日（判
例時報1408号82頁）を参照できる。
（189）岐阜地裁大垣支部昭和48年12月27日判決（判例時報725号19頁）を参照するこ
とができる。
（190）松本克美「不動産と製造物責任」立命館法学367号184頁（2016年）。
